
令 和 ５年 度

宮城県新規参入・新産業創出等支援事業費補助金
（グループ開発型）

対 象 事 業 者 募 集 の お 知 ら せ ！

宮城県では、産産連携又は産学連携によるグループを構成し、高度電子機械産業分野等に関連する
研究・技術開発による新産業の創出を図るため、県内事業者を中心としたグループの研究・技術開発の
取組に対し助成を行う「新規参入・新産業創出等支援事業費補助金（グループ開発型）」の対象事業を
募集します。

なお、宮城県「再生可能エネルギー・省エネルギー計画」、国の2050年カーボンニュートラルを目指す
宣言に沿う形で、本補助金においてもエネルギー問題を改善する事業に考慮して採択いたします。

内容をご確認の上、応募についてご検討ください。詳細についてはホームページをご確認いただくか、
宮城県新産業振興課までお問合せ願います。

高度電子機械産業分野等に関連する研究・技術開発に取り組むグループ（注）が対象となります。
（注）グループとは、県内事業者等を含む、３者以上の事業者等又は２者以上の事業者等及び大学等で構成される、研究、
技術開発に取り組むグループをいいます。事業者等単独の申請は認められません。

補 助 率 １／２以内

補 助 対 象

補 助 限 度 額 １グループあたり１，０００万円／年

対 象 経 費

・ 研究・技術開発費（原材料費、機械装置費、技術指導受入費、共同開発費、人件費等）
※ 人件費も対象となります。ただし、研究・技術開発費に占める人件費の割合は１／２を限度とします。
・ 需要開拓費（調査・分析・意匠開発委託費、会場設営・運営費、事務費等）

応 募 方 法

【募集期限】令和５年５月３１日（水）午後５時（必着）
・募集期限内に、要綱に定めている交付申請書と関係書類（事業計画書等）を提出願います。
・要綱、様式等の詳細は、宮城県新産業振興課ホームページ（アドレス下記参照）でご確認ください。
・申請書類を提出される際は、内容の確認等をしますので、事前にご連絡の上、新産業振興課へお越

しください。

採 択 決 定

令和５年７月下旬を予定
・ 申請された事業計画は、審査会において評価の上、採択事業を決定します。
・ 採択事業決定後、宮城県新産業振興課ホームページに事業者名及び事業内容（テーマ名）を公表

します。
※採択事業者は、宮城県産業技術総合センターによる個別の共同開発支援を受けることができます。

宮城県経済商工観光部新産業振興課
担当：産学連携推進班 TEL：022-211-2721 FAX：022-211-2729
〒980-8570 仙台市青葉区本町三丁目8-1
URL：https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/shinsan/r5group.html

問
合
せ

補 助 期 間 最長３年間 ※継続は予算の成立が前提となります。
（複数年度継続して補助を受けようとする場合には、継続の審査を受ける必要があります。）



◆ 注意事項
(1) 今回の補助金の対象になるのは、交付決定日から令和６年３月３１日までの間に要した経費（次年度継

続の場合は継続の申請が必要）に限ります。交付決定前の経費支出には十分留意してください。
(2) 本補助金において対象経費としている研究・技術開発費のうちの人件費については、研究・技術開発に

直接関与する者の人件費（ただし、直接作業時間に対するものに限る。）であり、かつ、当該研究・技術開
発に直接関与したことを明らかにすることのできるものに限ります。また、研究・技術開発費に占める人件
費の割合は、１／２を限度とします。

なお、人件費の取り扱いに当たっては、必ずあらかじめ新産業振興課までお問合せください。
(3) 同一の開発テーマについて、「宮城県新規参入・新産業創出等支援事業費補助金（地域イノベーション創

出型・成長分野参入支援型）」との重複申請、その他公的補助金、助成金、奨励金との併用はできません。

◆ 審査
(1) 申請された事業については、審査会で事業内容を評価した上で採択事業者を決定します。
(2) 申請者には、上記審査会で事業内容を説明していただきます。
(3) 採択事業者は、採択通知後、交付申請書を提出いただきます。

◆ 対象となる経費の詳細

経費区分 内 容

技

術

開

発

費

原材料費 原材料費及び副資材の購入に要する経費

構築物費 構築物の購入、建造、改良、据付け、借用又は修繕に要する経費

・「構築物」は技術（製品）開発に必要不可欠で、補助の対象として適切なプレハブ等の簡易なものに限る

機械装置費 機械装置の購入、試作、改良、据付け、借用又は修繕に要する経費

・自社により機械装置を製作する場合の部品等を含む

工具器具費 工具器具の購入、試作、改良、据付け、借用又は修繕に要する経費

外注加工費 外注加工に要する経費

・原材料等の再加工及び設計等を外注する場合に要する経費

注）グループを構成する事業者等への外注加工費は対象とならない。

分析等費 技術（製品）開発に係る分析等に要する経費

・技術（製品）開発に必要な分析、解析、試験等に支払われる経費

技術指導

受入費

技術指導の受入に要する経費

・技術（製品）開発を行うに当たって外部からの技術指導を特に必要とする場合及び産業財産権等の導入に支

払われる経費

注１）事業者等と大学等でグループを構成する場合には、事業者等の大学等への技術指導受入費又は共同

開発費による経費負担を必須とする。

注２）研究・技術開発費に占める技術指導受入費及び共同開発費の合計額の割合は１／２を限度とする。

共同開発費 技術（製品）開発を共同で行う場合に要する経費

・大学、研究機関等と共同で技術（製品）開発を行う場合に要する経費

注１）事業者等と大学等でグループを構成する場合には、事業者等の大学等への技術指導受入費又は共同
開発費による経費負担を必須とする。

注２）研究・技術開発費に占める技術指導受入費及び共同開発費の合計額の割合は１／２を限度とする。

人件費 技術（製品）開発に直接関与する者の人件費

・ただし、直接作業時間に対するものに限る

注）技術開発費に占める人件費の割合は１／２を限度とする

その他の経費 技術（製品）開発に当たって、特に必要と認められる経費

需

要

開

拓

費

需要開拓

指導受入費

需要開拓指導の受入に関する経費

・需要開拓を行うに当たって外部からの指導を特に必要とする場合、指導者等に支払われる経費

事務費 需要開拓に係る事務経費

・会議費、会場借料、資料費、印刷費、原稿料、集計費、通信運搬費、消耗品費、雑役務費

会場設営・

運営費

会場設営・運営に要する経費

・需要開拓のために必要な展示会の開催及び展示会への出展等に係る経費

広報宣伝費 広報宣伝に要する経費

委託費 調査・分析委託費、意匠開発委託費

・需要開拓を行うに当たって、調査や分析、意匠開発を外部の機関に委託して行う場合に、外部機関に支払わ

れる経費

その他の経費 需要開拓に当たって、特に必要と認められる経費


